
第 1回岡山県外国人材等支援推進協議会 

日時：令和 7年 5月 26 日（月） 14:30～16:00 

場所：ピュアリティまきび 白鳥 

 

＜発言要旨＞ 

【開会】 

岡山県産業労働部 宮本部長 あいさつ 

 

【挨拶】 

○出席委員、オブザーバーの紹介・挨拶 

○事務局挨拶 

○配布資料確認 

 

【議題】 

（１）岡山県外国人材等支援推進協議会設置要綱（案） 

○「資料１」について事務局（労働雇用政策課）から説明 

→異議なし 

 

（２）会長・副会長の選出 

○事務局案を提案 

→異議なし 

 

（３）岡山県外国人材等支援推進条例について 

○「資料２」について事務局（労働雇用政策課）から説明 

→質疑なし 

 

（４）岡山県における外国人材の受け入れ状況等 

○「資料３」について事務局（労働雇用政策課・国際課）から説明 

 

★質疑・意見★ 

1.委員： 新型コロナウイルス感染症の流行前後で在留外国人数を比較するとどうなのか。 

事務局：流行前は約 3万 1000 人、現在は過去最高の約 3万 7000 人と増加している。 

委員： 今後もこの数は増えていくのか。 

事務局： 今後も在留外国人数は増加すると考えている。 

 

2.委員： 最近の県内大学生は関東圏よりも地元の岡山や、岡山から近く求人も多い関西圏を選ぶ傾向があ

る。これは留学生も同様だ。これは以前に比べ、岡山県にとっては人材獲得のチャンスだと思う。 

委員： 外国人留学生にとって、今の日本は円安で留学費用や生活費が安く済むため人気だと聞く。 

委員： 費用面に加え、日本は奨学金制度が充実しているため人気があるようだ。 



3.委員： 外国人労働者の数は、最近はベトナムからインドネシアにシフトしていると聞くが、最近のトレ

ンドについて情報があるか。 

委員： 岡山県内でも、ベトナムからの技能実習生を受け入れ、帰国後にベトナムの自社工場で働いてもら

うという企業も過去にはあった。最近は日本ではなく、中国などより給料が高い国に人材が流出している

ようだ。県内の大学においてもベトナム人留学生は多く、就職支援に力を入れている学校もある。また、

インドネシアからの労働者も増加傾向にあるが、文化や生活様式の違いへの対応が必要だと聞く。 

オブザーバー： 岡山県内ではベトナム人技能実習生は頭打ちのようだが、特定技能を含む専門的・技術的

分野の労働者は 5年間で約 3倍に増加している。また、インドネシア、ミャンマーからの労働者も増加傾

向にある。加えて、ネパール人の留学生の就労が増えているという統計データがある。 

委員：また、小学校教育を行う上で、英語圏の国に注目している自治体が増えているようだ。 

 

4.委員： 現行の技能実習制度では実習地は原則変更できないが、育成就労制度に移行後は転籍が可能にな

る。より賃金水準の高い地域への移動を防ぐため、転籍できる地域や人数制限の議論の動きもある。今

後、人手不足が深刻化すると、求人の豊富さや住みやすさなどより良い条件の地域に人材が流れてしまう

可能性があるため対策を考える必要がある。 

 

5.委員： 年代別、男女別などより詳しい外国人の受入れに関するデータがあれば、議論の際に役立つと思

う。 

事務局： 意見を踏まえて検討する。 

 

（５）岡山県外国人材等支援推進計画の策定・今後の予定 

○「資料４」について事務局（労働雇用政策課）から説明 

 

★質疑・意見★ 

1. 委員： 計画策定にあたり、市町村へのヒアリングはいつ行うのか。 

事務局： 素案公表後にパブリックコメントを実施し、その際に市町村から意見を聞く予定。 

委員： 教育、災害対応など市町村の役割が大きいため、県全体で計画を策定するためには、早い段階で意

見を聞き、現場の困りごとや先進事例を把握しておく必要があると思う。 

委員： 市町村も県の方針がある程度わからないと、意見しにくいのではないか。 

事務局： 意見を踏まえて検討する。 

 

2.委員： 帯同家族の就学・進学支援についても検討が必要。 

事務局： 県民生活部が在留外国人の生活状況調査を実施しており、ニーズを把握する予定。 

委員： 教育委員会など現場の意見も聞くべき。 

事務局： そのように進める。 

 

3.委員： 計画と施策の関係、事業予算の確保について説明してほしい。 

事務局： 条例に示された項目を計画に盛り込むこととしており、その項目に沿った事業を実施していく。

来年度必要な予算の確保については、計画策定と並行して行う。 



 

4.委員： 外国人材支援の中に「雇用の場の創出」という観点は必要だ。岡山県は工場が他県へ集約される

側であると認識しており、企業誘致も重要だ。 

 

5.委員： ある市では外国人向け日本語教育を開催しており、「病院のかかり方」をテーマにした回が人

気。医師会と連携しているが、土日開催時の報酬など費用負担などに課題がある。通訳の 24 時間体制にも

限界があるため、県としての支援が必要。また、家族帯同で来日する外国人が増加しており、多文化共生

日本語教室だけでは対応できないほどになっている。支援相談員など教育現場へのサポートも必要。 

 

6.委員： 今後、具体的な事業を検討するにあたっては、他県や市町村などの先行事例を参考にすることが

有効。 

 

～閉会～ 

 


